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被告 準備書面（３）２０２４年５月１７日・訴状等 法令条文・用語集  
 

訴えに係る重要な法令 
健康保険法 ７０条第１項（保険医療機関又は保険薬局の責務） 5 頁 

保険医療機関又は保険薬局は、当該保険医療機関において診療に従事する保険医又

は当該保険薬局において調剤に従事する保険薬剤師に、第７２条第１項*の厚生労働省

令で定めるところにより、診療又は調剤に当たらせるほか、厚生労働省令で定めると

ころにより、療養の給付を担当しなければならない。 

*第７２条第１項（保険医又は保険薬剤師の責務）16 頁 

保険医療機関において診療に従事する保険医又は保険薬局において調剤に従事する保険薬剤師は、 

厚生労働省令で定めるところにより、健康保険の診療又は調剤に当たらなければならない。 

 
健康保険法 ６３条 （療養の給付）１項・３項 頁 

第１項 被保険者の疾病又は負傷に関しては、次に掲げる療養の給付を行う。 
一 診察 

二 薬剤又は治療材料の支給 

三 処置、手術その他の治療 

四 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護 

五 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 

第３項 第１項の給付を受けようとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、

次に掲げる病院若しくは診療所又は薬局のうち、自己の選定するものから、電子資

格確認その他厚生労働省令で定める方法（以下「電子資格確認等」という。）により、

被保険者であることの確認を受け、同項の給付を受けるものとする。 
一 厚生労働大臣の指定を受けた病院若しくは診療所（第６５条の規定により病床

の全部又は一部を除いて指定を受けたときは、その除外された病床を除く。以下

「保険医療機関」という。）又は薬局（以下「保険薬局」という。） 
二 特定の保険者が管掌する被保険者に対して診療又は調剤を行う病院若しくは診

療所又は薬局であって、当該保険者が指定したもの 
三 健康保険組合である保険者が開設する病院若しくは診療所又は薬局 

 
療養担当規則 ３条１項 （3 条 2 項** 5 頁による変更適用後） 
保険医療機関は、患者から療養の給付を受けることを求められた場合には、健康保険法

（大正 11年法律第 70号。以下「法」という。）第 3条第 13項iに規定する電子資格確認（以

下「電子資格確認」という。）によって療養の給付を受ける資格があることを確認しなけれ

ばならない。ただし、緊急やむを得ない事由によって電子資格確認により当該確認を行う

ことができない患者であって、療養の給付を受ける資格が明らかなものについては、この

限りでない。 
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療養担当規則 ３条４項 5 頁 
保険医療機関（前項の規定の適用を受けるものを除く。）は、第２項*に規定する場合

において、患者が電子資格確認によって療養の給付を受ける資格があることの確認を

受けることができるよう、あらかじめ必要な体制を整備しなければならない。 
**療養担当規則 ３条２項 5 頁 
患者が電子資格確認により療養の給付を受ける資格があることの確認を受けることを求めた

場合における前項の規定の適用については、同項中「という。）又は患者の提出する被保険者

証」とあるのは［という。）」と、「事由によつて」とあるのは「事由によって電子資格確認により」

とする。 
健康保険法施行規則 ５３条 
 法第63条第3項の厚生労働省令で定める方法は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当

該各号に定めるもの（被保険者が法第74条第1項第2号又は第3号の規定の適用を受ける場

合（当該適用を受けることについて、保険医療機関等（法第63条第3項各号に掲げる病院

又は診療所をいう。第98条の2第7項、第103条の2第5項及び第6項、第105条第4項及び第5
項並びに第106条第1項を除き、以下同じ。）、保険薬局等（法第63条第3項各号に掲げる薬

局をいう。以下同じ。）又は指定訪問看護事業者（法第88条第1項に規定する指定訪問看

護事業者をいう。以下同じ。）において、電子的確認（保険者に対し、被保険者の資格に

係る情報（保険給付に係る費用の請求に必要な情報を含む。）の照会を行い、電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により、保険者から回答

を受けた当該情報により確認することをいう。以下同じ。）を受けることができる場合を

除く。）にあっては、当該各号に定めるもの及び高齢受給者証）を提出する方法とする。 
一 保険医療機関等から療養を受けようとする場合又は指定訪問看護事業者から指定訪

問看護（法第八十八条第一項に規定する指定訪問看護をいう。以下同じ。）を受けよう

とする場合 被保険者証 
二 保険薬局等から療養を受けようとする場合 被保険者証又は処方せん 

 
行政事件訴訟法 ４条（当事者訴訟） 
 この法律において「当事者訴訟」とは、当事者間の法律関係を確認し又は形成する

処分又は裁決に関する訴訟で法令の規定によりその法律関係の当事者の一方を被告と

するもの及び公法上の法律関係に関する確認の訴えその他の公法上の法律関係に関す

る訴訟をいう。 
 
国家賠償法 １条１項 
 国又は公共団体の公権力の行使に当る公務員が、その職務を行うについて、故意又は過

失によつて違法に他人に損害を加えたときは、国又は公共団体が、これを賠償する責に任

ずる。 
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被告 準備書面（３）に関係した法令・法律用語 
 
6 頁 
健康保険法 第３条（定義）この法律において「被保険者」とは、適用事業所に使用され

る者及び任意継続被保険者をいう。ただし、次の各号のいずれかに該当する者は、日雇特

例被保険者となる場合を除き、被保険者となることができない。 
ロ 報酬（最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第４条第３項各号に掲げる賃金に相

当するものとして厚生労働省令で定めるものを除く。）について、厚生労働省令で定めると

ころにより、第４２条第１項の規定の例により算定した額が、８万８千円未満であること。 
健康保険法 ６５条４項２号 

厚生労働大臣は、第２項の病院又は診療所について第１項の申請があった場合におい

て、次の各号のいずれかに該当するときは、その申請に係る病床の全部又は一部を除い

て、第６３条第３項第１号の指定を行うことができる。 

二 当該申請に係る病床の種別に応じ、医療法第７条の２第１項に規定する地域におけ

る保険医療機関の病床数が、その指定により同法第３０条の４第１項に規定する医療

計画において定める基準病床数を勘案して厚生労働大臣が定めるところにより算定し

た数を超えることになると認める場合（その数を既に超えている場合を含む。）であっ

て、当該病院又は診療所の開設者又は管理者が同法第３０条の１１の規定による都道

府県知事の勧告を受け、これに従わないとき。 

10 頁 
行政手続法 ３８条１項 

命令等を定める機関（閣議の決定により命令等が定められる場合にあっては、当該命令等

の立案をする各大臣。以下「命令等制定機関」という。）は、命令等を定めるに当たっては、

当該命令等がこれを定める根拠となる法令の趣旨に適合するものとなるようにしなければ

ならない。 
新薬事法３６条の５ 
（省略） 
新薬事法３６条の６ 
（省略） 
憲法２２条１項  

何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有する。 

11 頁 
健康保険法 第７６条 保険者は、療養の給付に関する費用を保険医療機関又は保険薬局

に支払うものとし、保険医療機関又は保険薬局が療養の給付に関し保険者に請求するこ

とができる費用の額は、療養の給付に要する費用の額から、当該療養の給付に関し被保

険者が当該保険医療機関又は保険薬局に対して支払わなければならない一部負担金に相

当する額を控除した額とする。（２～６項省略） 
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療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する命令（昭和 5 1年厚生省令第３

６号） 1条1項（療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求）施行日： 令和６年４

月１日 ← 提訴後〔こども家庭庁令和５年４月設立〕 

保険医療機関若しくは次に掲げる医療に関する給付（以下「公費負担医療」という。）を担

当する病院若しくは診療所（以下単に「保険医療機関」という。）又は保険薬局若しくは公

費負担医療を担当する薬局（以下単に「保険薬局」という。）は、療養の給付（健康保険法

（大正１１年法律第７０号）第１４５条に規定する特別療養費、入院時食事療養費、入院

時生活療養費、保険外併用療養費、家族療養費及び高額療養費の支給を含む。第８号を除

き、以下同じ。）又は公費負担医療に関し費用を請求しようとするときは、電子情報処理組

織の使用による請求（こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める事項を電子情報処理組

織（審査支払機関の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と、療養の給

付及び公費負担医療に関する費用（以下「療養の給付費等」という。）の請求をしようとす

る保険医療機関又は保険薬局の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情

報処理組織をいう。以下同じ。）を使用して、こども家庭庁長官及び厚生労働大臣の定める

方式に従つて電子計算機から入力して審査支払機関の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルに記録して行う療養の給付費等の請求をいう。）により行うものとする。 
「以下、１～９号 略「右QRコード」 
13頁 
児童福祉法２１条 

指定療育機関は、内閣総理大臣の定めるところにより、前条第２項の

医療を担当しなければならない。・・・ 

〔以下、５項２５号まで略右QRコード〕 

生活保護法５０条１項（指定医療機関の義務） 

第４９条の規定により指定を受けた医療機関（以下「指定医療機関」という。）は、厚生

労働大臣の定めるところにより、懇切丁寧に被保護者の医療を担当しなければならない. 

感染症予防法 第３８条３項 （感染症指定医療機関）感染症指定医療機関は、厚生労働

大臣の定めるところにより、前二条の規定により都道府県が費用を負担する感染症の患

者及び新感染症の所見がある者の医療を担当しなければならない。 
14 頁 16 頁 
健康保険法第６３条（療養の給付）３項 
第一項の給付を受けようとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、次に掲げる病

院若しくは診療所又は薬局のうち、自己の選定するものから、電子資格確認その他厚生

労働省令で定める方法（以下「電子資格確認等」という。）により、被保険者であること

の確認を受け、同項の給付を受けるものとする。 

一 厚生労働大臣の指定を受けた病院若しくは診療所（第六十五条の規定により病床の

全部又は一部を除いて指定を受けたときは、その除外された病床を除く。以下「保険

医療機関」という。）又は薬局（以下「保険薬局」という。） 

令和５年４月発
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二 特定の保険者が管掌する被保険者に対して診療又は調剤を行う病院若しくは診療所

又は薬局であって、当該保険者が指定したもの 

三 健康保険組合である保険者が開設する病院若しくは診療所又は薬局 

 

生活保護法３４条５項（医療扶助の方法） 

○被告が主張する以前の生活保護法３４条５項 令和2年6月12日法律第52号〔「方法」の

文言はない〕 

５急迫した事情その他やむを得ない事情がある場合においては、被保護者は、第２項*及び

前項**の規定にかかわらず、指定を受けない医療機関について医療の給付を受け、又は

指定を受けない施術者について施術の給付を受けることができる。 

*２ 前項***に規定する現物給付のうち、医療の給付は、医療保護施設を利用させ、又は医療保護

施設若しくは第49条の規定により指定を受けた医療機関にこれを委託して行うものとする。 

***医療扶助は、現物給付によつて行うものとする。但し、これによることができないとき、これに

よることが適当でないとき、その他保護の目的を達するために必要があるときは、金銭給付によつ

て行うことができる。 

**４ 第２項に規定する医療の給付のうち、あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関す

る法律（昭和２２年法律第２１７号）又は柔道整復師法（昭和４５年法律第１９号）の規定により

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師又は柔道整復師（以下「施術者」という。）が行うこと

のできる範囲の施術については、第５５条第１項の規定により指定を受けた施術者に委託してその

給付を行うことを妨げない。 

●被告が主張している生活保護法３４条５項令和４年４月２４日施行 

５ 被保護者は、第二項に規定する医療の給付のうち、指定医療機関に委託して行うもの

を受けるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該指定医療機関から、電子資

格確認その他厚生労働省令で定める方法により、医療扶助を受給する被保護者であるこ

との確認を受けるものとする。 

15頁 
高齢者医療確保法 ６５条１項（保険医療機関等の責務） 

保険医療機関等又は保険医等（健康保険法第６４条に規定する保険医又は保険薬剤師を

いう。以下同じ。）は、第７１条第１項の療養の給付の取扱い及び担当に関する基準に従

い、後期高齢者医療の療養の給付を取り扱い、又は担当しなければならない。 
高齢者医療確保法 ７１条１項（療養の給付に関する基準）   
１項 療養の給付の取扱い及び担当に関する基準並びに療養の給付に要する費用の額の算

定に関する基準については、厚生労働大臣が中央社会保険医療協議会の意見を聴いて定

めるものとする。 
高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に関する基

準 ３条 (受給資格の確認等) １項・４項  
１項 保険医療機関は、患者から療養の給付又は保険外併用療養費に係る療養を受ける
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ことを求められた場合には、健康保険法第３条第１３項に規定する電子資格確認(以下

「電子資格確認」という。)又は患者の提出する被保険者証によつて療養の給付を受ける

資格があることを確認しなければならない。ただし、緊急やむを得ない事由によつて当

該確認を行うことができない患者であつて療養の給付を受ける資格があることが明らか

であるものについては、この限りでない。 
４項 保険医療機関（前項の規定の適用を受けるものを除く。）は、第２項に規定する場

合において、患者が電子資格確認によつて療養の給付を受ける資格があることの確認を

受けること 
健康保険法第６４条 （保険医又は保険薬剤師） 

保険医療機関において健康保険の診療に従事する医師若しくは歯科医師又は保険薬局に

おいて健康保険の調剤に従事する薬剤師は、厚生労働大臣の登録を受けた医師若しくは

歯科医師（以下「保険医」と総称する。）又は薬剤師（以下「保険薬剤師」という。）で

なければならない。 

16頁 
覚醒剤取締法２１条１項（証紙による封入）  

覚醒剤製造業者は、その製造した覚醒剤を厚生労働省令の定めるところにより、容器に

納め、かつ、政府発行の証紙で封を施さなければならない。 
27頁 
健康保険法 ７３条（厚生労働大臣の指導）１項 

保険医療機関及び保険薬局は療養の給付に関し、保険医及び保険薬剤師は健康保険の診療

又は調剤に関し、厚生労働大臣の指導を受けなければならない。 

 

 
i 健康保険法 ３条 第１３項 

この法律において「電子資格確認」とは、保険医療機関等（第六十三条第三項各号に掲げる病院若しく

は診療所又は薬局をいう。以下同じ。）から療養を受けようとする者又は第八十八条第一項に規定する指

定訪問看護事業者から同項に規定する指定訪問看護を受けようとする者が、保険者に対し、個人番号カー

ド（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十

七号）第二条第七項に規定する個人番号カードをいう。）に記録された利用者証明用電子証明書（電子署

名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成十四年法律第百五十三号）第二

十二条第一項に規定する利用者証明用電子証明書をいう。）を送信する方法その他の厚生労働省令で定め

る方法により、被保険者又は被扶養者の資格に係る情報（保険給付に係る費用の請求に必要な情報を含

む。）の照会を行い、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により、

保険者から回答を受けて当該情報を当該保険医療機関等又は指定訪問看護事業者に提供し、当該保険医療

機関等又は指定訪問看護事業者から被保険者又は被扶養者であることの確認を受けることをいう。 


